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Ⅰ　はじめに
　社会的バルネラビリティについて、古川は、
「現代社会に特徴的な社会・経済・政治・文
化のありようにかかわって、人びとの生存
（心身の安全や安心）、健康、生活（の良さや
質）、人格の尊厳、人と人とのつながり、環境
（の良さや質）が脅かされ、あるいはそのお
それのある状態にある」と定義している
1 ）
。も
ともとバルネラビリティとは、心が傷つきや
すい、病気になりやすい、被災しやすい、犯
罪被害を受けやすいなど、脆弱性を意味する
言葉であるが、これを社会構造的な概念とし
て再構成されたのが社会的バルネラビリティ
である。この概念は、社会福祉の対象をとら
えていく際の新しい枠組みとして援用されて
いる。すなわち、社会福祉における自立支援
との関連で考えるならば、社会の構造や機
能・システムの脆弱な部分が人びとの生活に
加わることによって、ウェルビーイング（安
寧）が脅かされることになり、自立生活の破
綻をもたらす重大な要因になると指摘でき
る。逆説的にいえば、社会構造や機能・シス
テムの脆弱性が解消され、必要な支援が得ら
れるならば自立生活が可能になる人びととい
うふうに社会福祉における対象をとらえ直し
ていくことが重要であると考える。
　このような考え方は、災害時を想定したと
きにも応用できる。これまで災害が発生した
ときに被害が集中する傾向にある人びとは災
害弱者と呼ばれてきた。しかし、弱者とは、
高齢者、障害者、妊産婦、外国人など実体と
して対象をとらえた定義であり、この定義の
仕方では、どのような対策・支援が必要なの
か不明瞭であるとの指摘を受け、より具体的
な対策・支援を促進させるために、“災害時”
に“援護”が必要となる人びと、つまり、「災
害時においても必要な援護が得られれば自立
的な生活を送ることができる人びと」という
観点から『災害時要援護者』という用語が定
着してきている
2 ）
。社会福祉の視点からとらえ
ると、“必要なときに、必要な援護が得られれ
ば”という仮定条件に着目することが重要で
ある。すなわち、災害時を想定した社会福祉
における自立支援は、社会的施策や制度など
への依存を前提とした「依存的自立」の支援
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として追求されるべきであり
3 ）
、依存的自立を
支える社会資源の整備・拡充という観点か
ら、災害時要援護者支援のシステム化を促進
していくことは、ソーシャルワークの普遍的
な命題であると考える。
Ⅱ　研究目的
　保健、医療、福祉の多専門職種協働アプ
ローチにより取り組まれた在宅難病患者・家
族に対する災害時支援のシステム化に向けた
実践プロセスをコミュニティソーシャルワー
クのプロセス・諸機能
4 ）
を参照しながら分類し、
各プロセスにおいて主に医療機関のソーシャ
ルワーカーによって担当された役割・機能を
整理することで、今後、地域において災害時
要援護者支援のシステム化に取り組むソー
シャルワーカーが活用できる基礎資料として
提示することを目的とした。
Ⅲ　研究方法
基礎データと考察方法
　新潟県中越地震（2004年10月23日17時56分
発生）を経験した新潟県中越地方K市の多専
門職種が協働して取り組んできた在宅難病患
者・家族に対する災害時支援のシステム化に
向けた取り組み・実践の実際
5 ）
を基礎データと
し、実践プロセスについてコミュニティソー
シャルワークのプロセス・諸機能を参照しな
がら表１に示すように４つのプロセスに分類
した。さらに、各プロセスにおける具体的内
容の中から主に医療ソーシャルワーカーが担
当した役割を抽出し、それらの役割について、
「ソーシャルワークのあり方に関する調査研
究」（日本社会福祉実践理論学会ソーシャル
ワーク研究会、1998年）において整理された
『ソーシャルワークの機能と役割』
6 ）
を参照し
ながら、災害時要援護者支援におけるソー
シャルワーカーの役割・機能として整理した。
Ⅳ　結果
１．災害時在宅難病患者支援の実践プロセス
　と医療ソーシャルワーカーが担当した役割
　災害時在宅難病患者支援のシステム化に向
けた多専門職種協働による実践プロセスにつ
いて、【地域診断・ニーズ把握の段階】、【ネッ
トワーキングの段階】、【個別支援ニーズ把
握・アセスメントの段階】、【プランニングの
段階】の４プロセスに分類し、各プロセスに
おいて医療ソーシャルワーカーが担当した役
割を抽出した。なお、プロセス１における在
宅難病患者の災害時支援ニーズについては、
被災経験を持つ在宅難病患者・家族に対する
インタビュー調査により把握・分析を行い、
表１　K市における災害時在宅難病患者支援の実践プロセス
プロセス１
地域診断・支援ニーズ
把握の段階
中越地震後に実施した保健所保健師や居宅介護事業所ケアマネ
ージャー、在宅難病患者・家族を対象としたアンケート調査及
びインタビュー調査による被災状況と地域福祉課題に関する実
態把握を行った段階
プロセス２ ネットワーキングの段階
明確化された地域福祉課題を地域関係者が共有し、災害時支援
システム構築の必要性を共通認識として確立した段階
プロセス３
個別支援ニーズ調査・
アセスメントの段階
個々の生活状況・療養状況に関する聞き取り調査を通じて、災
害発生時を想定した場合に予測される個別支援ニーズを把握し
アセスメントした段階
プロセス４ プランニングの段階
予測された個別支援ニーズに対して、ケアプラン等の見直しを
含む既存の介護サービス計画書との関連性の中で災害時支援に
関する計画を個別策定した段階
災害時要援護者支援におけるソーシャルワーク機能に関する一考察
65
すでに報告した
7 ）
。
　１）プロセス１【地域診断・ニーズ把握の
　　　段階】
　中越地震では、道路の寸断やライフライン
の断絶、特に長時間停電、電話連絡など情報
通信手段などに支障が多く、医療機関と保健
所、訪問看護ステーション、居宅介護支援事
業所など地域の関係機関の連携は機能しな
かった。そのため、在宅難病患者の安否確認
など被災状況の把握や避難入院受け入れ等に
おいて迅速な対応が困難であったことから、
災害時の在宅難病患者の支援システムを整備
していく必要性を地域関係機関の担当者間で
共有することになった。災害時在宅難病患者
支援のシステム化を促進させるために、地域
における災害時支援の現状と課題を明確化す
るための地域診断とより具体的な災害時支援
ニーズの把握が行われた。地域課題として
は、保健所、医療機関、訪問看護ステーショ
ン、居宅介護支援事業所など平常時の多専門
職種ケア・チームと救急隊、電力会社、さら
には近隣者・自主防災組織などインフォーマ
ル部門との連携・ネットワーク構築の必要性
が明らかになり、連携・ネットワーキングを
促進させるためのコーディネーターとしての
役割を医療ソーシャルワーカーが担当した。
　２）プロセス２【ネットワーキングの段階】
　中越地震後の在宅難病患者・家族の被災状
況や災害時支援ニーズ把握の調査結果や医療
機関、保健所など関係機関の多専門職種間に
よるケースカンファレンスを通じて、在宅難
病患者の災害時支援システムの構築が急務で
あるという認識が共有され、災害時在宅難病
患者支援ネットワーク会議の組織化が緊急の
課題となった。
　災害時在宅難病患者支援ネットワーク会議
は、図１に示すように、中越地震の際に難病
患者・家族支援に携わった訪問看護ステー
ション看護師や介護支援専門員、ホームヘル
パー、保健師、行政機関（福祉担当課）、開業
医、さらに電力会社担当者や消防署救命救急
士、人工呼吸器を取り扱う医療機器メーカー
図１　災害時要援護者支援ネットワーキングのイメージ
災害時
要援護者
平常時の地域ケアシステム
ネットワーキング【レベル１】
ネットワーキング【レベル２】
平常時の地域ケアシステム
ネットワーキング【レベル１】
ネットワーキング【レベル２】
：医師　看護師　ソーシャルワーカー　保健師
　ケアマネージャー　ホームヘルパー　訪問看護師
：自治体福祉担当者　消防署救急救命士
　電力会社　医療機器・福祉用具メーカー
：民生委員　自主防災組織　近隣者　親類
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担当者など医療的ニーズの高い在宅難病患者
支援には不可欠な関係機関及び担当者と避難
入院受入病院の医師、看護師、医療ソーシャ
ルワーカーを構成メンバーとして組織化され
た。中越地震の際に行ったそれぞれの対応に
ついて情報交換を行い、問題点や課題などに
ついて情報共有が促進された。
　災害時在宅難病患者支援ネットワーク会議
は継続的開催により、関係機関との連携が促
進された。特に、平常時の多専門職チームだ
けでなく、医療機器メーカーや救急隊員、電
力会社担当者を構成メンバーに加えたことに
よって、人工呼吸器や重度身体障害に対する
理解が促進されたこと、停電時における復旧
目安などの情報提供・収集が可能になったこ
と、災害時のトリアージ現場では低い優先順
位になるおそれのある難病患者の迅速な避難
入院等が可能になったことなど、災害時在宅
難病患者支援ネットワーク会議を組織化した
ことの有益性が確認された。
　災害時在宅難病患者支援ネットワーク会議
の主要な目的は、随時変化する地域情報や在
宅難病患者・家族に関する最新情報を共有す
ることにあると考えられ、平常時からの定期
的な開催を促進するための連絡調整及びネッ
トワーク構築に向けた活動を医療ソーシャル
ワーカーが担当した。
　３）プロセス３【個別支援ニーズ把握・ア
セスメントの段階】
　人工呼吸器使用者や重症患者など災害時に
は特に支援が必要と想定された患者について
「安否確認対象者名簿」作成をすすめ、作成
した名簿を関係機関が共有することにした。
安否確認対象者名簿の内容項目としては、患
者氏名、生年月日、病名、想定避難先、世帯
構成、住所連絡先、現在の生活状況・療養状
況、関係機関連絡先（病院、診療所、訪問看
護ステーション名）であり、さらに、個別確
認事項として、①医療機器（人工呼吸器、外
部バッテリーの有無など）、②吸引器・カフマ
シーン等の使用状況、③介護用品（電動ベッ
ド・移動用リフト）、④経管栄養物品などの使
用状況、などの在宅療養状況を個別にアセス
メントすること、すなわち、潜在化している
個別ニーズ把握のためにアウトリーチの手法
による調査を促進させることと評価（アセス
メント）する役割を医療ソーシャルワーカー
が担当した。
　４）プロセス４【プランニングの段階】
　安否確認対象者名簿をもとに「災害時個別
支援計画」を順次作成した。計画の主な内容
として、避難に備えて患者が準備しておく物
品、避難先と移動手段、移動に際しての支援
者、医療依存度が高い場合入院時期・入院対
応の基準、避難所生活での留意点、本人・家
族の役割、主治医からの意見、などを盛り込
んだ。
　個別支援計画策定にあたっては、個別性を
重視したアセスメント・シートを活用し、患
者本人、家族と十分な時間をかけて上記項目
について話し合いを持った。その後、主治医
や関係者等からの意見や提案などを加え、患
者・家族・関係者間で共有することとした。
　個別支援計画策定は、具体的な災害時の個
別計画としての位置づけのみならず、患者・
家族自身が災害時には何が必要か、自分自身
でできること、周囲に依頼しておくことなど
が明らかになり整理されているので自主的な
防災意識の向上につながった。さらに、こう
した策定プロセスを重視してきたことによ
り、患者・家族と関係者のコミュニケーショ
ンが深まり、以前から課題とされてきた個人
情報保護の問題も支障なく、関係機関への情
報提供が行われたことも個別支援計画の効果
と考えられ、多専門職と難病患者・家族との
協働での支援計画策定を促進する役割を医療
ソーシャルワーカーが担当した。
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Ⅴ　考察
１．災害時要援護者支援における平常時のソー
シャルワーク機能
　K市の多専門職種協働による災害時在宅難
病患者支援のシステム化に向けた実践プロセ
スにおいて医療ソーシャルワーカーが主に担
当した役割として、①連携を促進させるため
のコーディネーターとしての役割、②多職種
協働体制を構築するためのネットワークづく
りの役割、③アウトリーチによる潜在化され
た支援ニーズ把握のための調査を促進する役
割、④多専門職と難病患者・家族との協働に
よる支援計画づくりを促進する役割、の４点
が抽出された。これらの役割について、「ソー
シャルワークのあり方に関する調査研究」（日
本社会福祉実践理論学会ソーシャルワーク研
究会、1998年）において整理された『ソー
シャルワークの機能と役割』を参照しながら
考察した結果、災害時要援護者支援のシステ
ム化に向けて平常時にソーシャルワーカーが
担うべき機能としては、「組織機能・連携機
能」「ケースマネージャー機能」が特に重要で
あると考えられた。
２．災害時要援護者支援システム構築過程に
おけるソーシャルワークの目標・機能・方
法
　災害時要援護者支援システム構築に向けて
ソーシャルワーカーが担うべき機能・役割と
して、「組織機能・連携機能」「ケースマネー
ジャー機能」の重要性が示唆された。これら
について、さらに内容を吟味し、表２に示す
ように、「災害時要援護者支援システム構築過
程におけるソーシャルワークの目標・機能・
方法」として整理した。
表２　災害時要援護者支援システム構築過程におけるソーシャルワークの目標・機能・方法
目標 機能
組織機能・連携機能
組織機能・連携機能
ネットワーキング
取組項目 方法
平常時の多専門職種ケア・チームを基
盤とし、災害発生時を想定したときに
必要不可欠な関係機関・関係者（行政・
消防署・電力会社・企業・インフォー
マル部門など）の参画を求めていく
災害時要援護者支援ネッ
トワーク会議の組織化・
設置に向けた連絡調整
ケースマネージャー機能
ニーズ把握
各専門職種の視点からニーズ把握を試
み、地域診断や個別の住環境・療養環
境等、地理的条件等から総合的な個別
ニーズ把握を試みる
アウトリーチ
ヒアリング
事例調査法
安否確認対象者台帳
の作成・整備
情報通信機器の不通を想定した担当者
制による安否確認システムを構築する
個人情報保護に配慮した
同意方式・関係機関共有
方式などの活用
要援護者情報の共有化
要援護者情報は随時変化するため、リ
アルタイムで情報提供・情報共有でき
る関係性を構築する
連絡調整の徹底
サービス担当者会議など
への参加
災害時要援護者支援ネッ
トワーク会議の定期開催
ケースマネージャー機能
災害時個別支援計画
の策定
平常時－災害発生時－生活再建の３レ
ベルからの個別性を尊重した支援計画
の策定
多専門職種及び患者家族
との協働による策定促進
防災マップや個別避難プ
ランづくり
ケアプランへの災害時支
援項目の組み込み促進
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ワーク会議の開催、④ストレングス・アプロー
チ、エンパワメント・アプローチによる継続的
なソーシャルワーク実践の機能、⑤インフォー
マルケアの開発とその組織化機能、⑥個別支援
に必要なソーシャルサポートネットワークの組
織化と個別事例ごとのネットワーキング機能、
⑦サービスを利用している人々の組織化とピア
サポート活動の促進機能、⑨市町村の地域福祉
実践に関するアドミニストレーション機能、⑩
市町村における地域福祉計画づくり機能、が挙
げられている。
５）中島孝・三浦修他．中越地震における難病支
援活動を通して学んだこと―難病専門病院の立
場から―．厚生労働科学研究補助金難治性疾患
克服研究事業重症難病患者の地域医療体制の構
築に関する研究報告書．2006;平成17年度報告
書:73-75．
６）日本社会福祉実践理論学会ソーシャルワーク
研究会．ソーシャルワークのあり方に関する調
査研究．社会福祉実践理論研究（第７号）．
69-90．1998．
　　ソーシャルワークの機能・役割として、「仲
介機能」「調停機能」「代弁機能」「連携機能」
「処遇機能」「治療機能」「教育機能」「保護機
能」「組織機能」「ケースマネージャー機能」
「社会変革機能」に整理している。
７）前掲注３）31-38．地震災害時における在宅神
経難病患者の支援ニーズに関する分析の結果、
フェイズ０（災害発生後６時間以内）では「生
命の維持」、フェイズ１（フェイズ０以降48時
間以内）では「医療・リハビリ・介護の確保・
継続」、フェイズ２（フェイズ１以降14日以内）
では「生活環境の確保」、フェイズ３（フェイ
ズ２以降社会復帰のための医療・療養指導の期
間）では「生活の再建・再構築」が主要ニーズ
となることを明らかにし、平常時からの準備事
項及び支援目標について整理した。
Ⅵ　結語
　本稿では、平常時における災害時要援護者
支援について予防的観点から災害時支援シス
テム構築に向けるソーシャルワークの機能・
役割について考察し、ソーシャルワーク機能
のうち「組織・連携機能」、「ケースマネー
ジャー機能」が特に重要であるとの示唆が得
られた。これらの成果をもとに今後の課題と
して、“平常時－災害発生時－生活再建時”の
各レベルにおける災害時要援護者支援のより
具体的なサービスプログラムをソーシャル
ワークの視点から検討していくことがあげら
れる。さらに、それらを統合しながら、災害
時要援護者支援におけるソーシャルワークの
成立要因に関する調査研究を継続し、社会福
祉援助活動の一領域として災害ソーシャル
ワークを確立していくことが必要ではないか
と考えている。
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